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自動車整備分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
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 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、自動車整備分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下

「運用方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
    自動車整備分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
      自動車整備分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生

かした業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発

展を図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

関連業界では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、作業効率向上に資

する設備機器の導入、若者に対する職場体験機会の提供や広報啓発、賃金水準の改

善等の処遇の改善に取り組んでいるところ、整備要員１人当たりの年間平均給与

は、５年連続で増加（平成 29 年度は前年度比 1.1%増）しているなどの成果を挙げ

ている。 

（生産性向上のための取組） 
国土交通省では、補助事業等により業界の取組を支援するとともに、生産性向上

のための取組として、①中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）に基づく

経営力向上計画の認定、②故障箇所の効率的な特定に必要な「外部故障診断装置」

（スキャンツール）の導入補助等に取り組んでいるところ、スキャンツール導入支

援を適用した台数の着実な増加（平成 25 年度より延べ１万 730 台）等の成果を挙

げている。 

（国内人材確保のための取組） 
国内人材の確保に関し、若者・女性の就業促進のため、①運輸支局長等による高
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等学校訪問、②自動車整備士のＰＲポスターや動画の作成、インターネットを活用

した情報発信、③自動車整備工場の経営者に対する人材確保セミナーの開催等に取

り組んでいるところ、高等学校訪問実施回数の着実な増加（平成 26 年度より延べ

2,956 回）、「自動車整備業における女性が働きやすい環境づくりのためのガイド

ライン」策定（平成 29 年 12 月）等の成果を挙げている。 

（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 
自動車整備分野における労働力需要は、自動車の保有台数が、当面の間ほぼ横ば

いで推移し、その点検整備の需要が減少する見込みがない一方、供給においては、

自動車整備士を志す若者の減少に加え、高齢の自動車整備士の引退が始まりつつあ

り、平成 29 年度における自動車整備分野の有効求人倍率は 3.73 倍であるなど、深

刻な人手不足の状態にあると評価でき、５年後において、１万 3,000 人程度の人手

不足が生じると推計している。 

地域的に見ると、自動車整備分野においては、その地域において保有されている

自動車台数により需要が決まるため、例えば、自動車保有台数が多い愛知県及び埼

玉県において自動車整備分野の有効求人倍率がそれぞれ 8.35 倍及び 6.08 倍である

一方、自動車保有台数が少ない都道府県においても、例えば、富山県及び福井県に

おいて当該有効求人倍率がそれぞれ 6.43 倍及び 5.77 倍である等、人手不足が生じ

ている地域がある。 

 また、自動車整備分野は、自動車ユーザーからの委託に基づき自動車の点検整備

を行うことにより、自動車の安全・環境性能の維持に係る基幹的役割を担い、我が

国の国民生活に不可欠な分野であるところ、一定の専門性・技能を有し、その能力

を用いた自動車整備に従事する外国人を受け入れることで、必要な知識・技能を有

する自動車整備要員の確保を実現し、自動車ユーザーが自動車の点検整備を委託で

きる環境を全国で維持することが、当該分野の基盤を維持し、今後も発展させてい

くために必要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 

自動車整備分野においては、令和元年度からの５年間で１万 3,000 人程度の人手

不足が見込まれる中、５年で１％程度（５年間で 4,000 人程度）の生産性向上及び

追加的な国内人材の確保（５年間で 2,500 人程度）を行ってもなお不足すると見込

まれる最大 7,000 人を上限として受け入れることとしていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大 6,500

人とし、これを受入れの上限として運用する。 

 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
  自動車整備分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定

める試験に合格した者又は自動車整備分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 

「自動車整備分野特定技能評価試験」又は「自動車整備士技能検定試験３級」 
（２）日本語能力水準 
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ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）国土交通大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土交通大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

     自動車の日常点検整備、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

ア 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する「自動車整備分野特定技能協議会」

（以下「協議会」という。）の構成員になること。 
イ 特定技能所属機関は、協議会に対し必要な協力を行うこと。 
ウ 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査又は指導

に対し、必要な協力を行うこと。 
エ 特定技能所属機関は、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 78 条第１

項に基づく、地方運輸局長の認証を受けた事業場であること。 
オ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、以下の全ての条件を満たす登録支援機関に委託すること。 
 ① 上記ア、イ及びウの条件を満たすこと。 
 ② 自動車整備士１級若しくは２級の資格を有する者又は自動車整備士の養成

施設において５年以上の指導に係る実務の経験を有する者を置くこと。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 

     直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと
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ならないようにするために必要な措置 
自治体における一元的な相談窓口の設置、ハローワークによる地域の就職支援等

を着実に進める等の業種横断的な措置・方策に加え、国土交通省は、協議会等と連

携し、地域別の有効求人倍率や自動車保有台数等により地域的な人手不足の状況に

ついて定期的な把握を行うとともに、業界内において取組の地域差が生まれないよ

う、得た情報のほか、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知し、必要な措置を講

じることによって、各地域の事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう

図っていく。 


